
 

様式第１号（第７条関係） 

年  月  日 

西都市長  様 

申請者 〒 

住  所                  

氏  名                             

電話番号                  

 

西都市子育て世代移住促進住宅取得助成金交付申請書 

 

 西都市子育て世代移住促進住宅取得助成金の交付を受けたいので、西都市子育て世代移住促進住宅

取得助成金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 
 

記 

 

１ 対象住宅の所在地   

２ 事業内容 

□ 新築住宅の工事 

□ 新築住宅の購入 

□ 中古住宅の購入 

３ 工事又は購入金額 
  

  円 

※助成金の額（市記入欄） 

円 

しょ     年   月   日 

５ 添付書類 □ 事業計画書 

□ 収支予算書 

□ 工事請負契約書又は売買契約書の写し 

□ 立面図・平面図の写し 

□ 新築住宅の工事にあっては、工事の着工を証するもの 

□ 市税完納証明書 

□ 工事中の住宅又は購入予定住宅の現況全景写真 

□ 住民票の写し（世帯全員分、続柄の記載があるもの） 

□ 戸籍の附票（転入前直近３年間の住所の記載があるもの） 

６ 誓約事項 

□ 交付申請にあたり、次の事項について誓約します。 

新築住宅及び中古住宅の購入の場合にあっては、当該住宅は私又

は私の配偶者と３親等以内の親族である者が所有する住宅ではあ

りません。 

 

該当するものに☑ 

新築住宅の工事の場合は建物本体の工事金額 

購入の場合は購入金額（土地費用＋建物費用＋その他施設費用） 

契約書の金額と一致すること 

新居の住所 

記載不要 

実際の着工日（購入の場合は引渡し予定日）を記載し、新築住宅の

工事の場合は着工を証するものの着工日と一致させる 

工事中の住宅と、その周りの風景を一緒に撮影する 

１枚で全景が撮影できない場合は、別方向から２枚必要 

※外装が完成している場合には、外装全景と未完成の内装

部分をそれぞれ撮影すること 

新築住宅の工事の場合は☑不要 

購入住宅が本人や配偶者、３親等以内の親族の所有

でない場合は☑ 

所有の場合は助成金を受けられません 

契約書のコピー 

 着工日と完成日（購入の場合は引渡し日）、新居の

住所、契約金額、契約者が確認できる部分が必要 

西都市税務課で取得 ※様式あり 

基本即日発行 

申請者の状況によっては発行に最大１週間程度

必要 

居住地の市町村役場で取得 

コピーではなく、発行されたものを添付する 

 

着工証明書（別紙参照） 

実際の着工日を記載し会社印を押印 

本籍地の市町村役場で取得 

直近３年間（転入済の場合は転入前３年間）西

都市に居住していないことが確認できるもの 

※結婚して３年以内の方は直近３年分が記載 

されていない場合があります 


